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1.　緒論

　1960 年，T. H. Maimanがルビーを用いた光の増幅に
成功して以来1），今日までの 50 年間で，固体・気体・
液体レーザ，半導体レーザ，X線レーザ，自由電子レー
ザと様々なレーザが開発されてきた．レーザを用いた
フォトニクス産業は電子・情報産業を支える基盤技術と
なり，最先端科学のフロンティア開拓にも不可欠となっ
ている．また，フォトニクス産業の市場は 1983 年に 

0．4 兆円（国内年間生産額）であったが，ここ半世紀の
間に 8兆円規模となり爆発的な成長を遂げた（光産業技
術振興協会 2009 年度技術レポート参照）．その成長を支
えたのが半導体レーザを光源とした光製品であり，例え
ば，CDや DVD等の光ディスクや光ファイバ通信用機
器である．表 1に年間の世界のレーザ生産量を示す．表
に示す様に半導体レーザの生産が大部分を占めているこ
とから，フォトニクス産業は半導体レーザの実用化と共

に急速に成長したといって過言ではない．

　光ディスクの分野では，記憶素子の大容量化に伴い，
CD用の AlGaAs（中心波長 780 nm）から DVD用の
AlGaInP（中心波長 650 nm）系，Blu-ray用の AlGaInN

（中心波長 405 nm）系まで，半導体レーザの中心波長
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が短波長化してきた．一方，光ファイバ通信の分野では，
AlGaAsの波長 850 nm帯，InP系半導体を基板に用いた
波長 1．3－1．5 µm帯のレーザの出現と光ファイバの伝
送損失の低下に伴い通信波長の広帯域化が進んできた．
1989 年，M. Nakazawaらによってエルビウムを添加し
たファイバ増幅器が開発され2），1．48 µmの励起波長を
用いると殆ど損失することなく信号光を増幅できる理想
的な増幅器となり，短期間のうちに光ファイバ通信網に
おける標準的な増幅システムの地位を確立した．これに
続いて，1995 年以降，複数の波長を用いて伝送信号を
多重化し，ファイバ 1本当たりの伝送トラヒックの大容
量化を行う波長多重（Wavelength Division Multiplexing : 

WDM）通信技術の実用化が進み，現在は，光ファイバ
通信の主流が 1260－1650 nmといった幅広い波長を利
用するものに移っている．さらに，2009 年，Y. Enyaら
によって緑色のレーザ（中心波長 520 nm）が開発され3），
光の三原色（赤，緑，青）が波長変換素子を介すること
なく半導体レーザのみで達成できるようになることに伴
い，ディプレイ等の光源利用への拡大が予想される．
　このような社会的背景の中で，レーザの利用を拡大す
るにはレーザの特性を評価する標準が必要となる．レー
ザの基本的な物理量としては波長，パワー等があるが，
それら物理量を高精度に測定することはレーザの信頼性
を向上させるだけなく安全性の面からも重要である．結
果的に，各レーザの物理量の高精度な測定がレーザ製品
の高品質化に繋がるため，レーザに関する標準を開発・
供給する意義は非常に大きい．
　我が国のレーザに関する標準は，産業技術総合研究
所・計量標準総合センター（National Metrology Institute 

of Japan: NMIJ）が管理する国家標準を頂点として，途
切れのない連鎖構造（トレーサビリティ）を形成してい
る．NMIJでは，国家標準の維持・管理・開発だけなく，
国家標準間の比較に基づく相互承認を行うことで国家間
の同等性が確認された標準を世の中に供給している．特

に，最近では，上記のような新規レーザの市場参入や光
通信波長の広帯域化に伴う要請から，ある代表的な波長
一点における校正サービスのみではなく，幅広い波長帯
域で校正できる技術の確立が急務となっている．
　今回，その様なレーザ標準の広帯域化に関する開発に
取り組むにあたり，現在のレーザパワー関連標準の供給
体制や校正技術，その不足点，および，海外の研究動向
に関する調査研究を行った．本稿はその結果をまとめた
ものであり，6つの章から構成されている．第 2章では，
レーザパワーの各種測定器の原理について述べる．第 3
章では，光パワーメータの直線性校正法について概説す
る．第 4章では，現在の NMIJにおけるレーザパワー標
準の供給体制について述べた後，幅広い波長帯域で校正
可能となるための技術的課題を列挙し，それらの解決に
向けた取り組みについて詳説する．続く第 5章では，海
外標準研究所の光ファイバ系の標準に焦点をあて，主要
標準研究所のトレーサビリティ体系や各国の校正・測定
能力，ならびに世界の光ファイバ系標準の動向について
述べる．第 6章は総括であり，調査研究のまとめを行う．

2.　様々なレーザ出力測定器の原理

2. 1　レーザ出力測定の概要
　レーザ光には，時間的にパワーが一定な連続光とパル
ス光がある．連続光の測定では平均パワーを表す単位
ワット（W）が用いられ，パルス光の測定では 1パルスあ
たりのエネルギー総量が単位ジュール（J）で表される．
本稿では連続光のパワー測定に焦点をあてる．
　表 2にレーザパワーの測定方法と測定原理の分類を示
す．今日の社会で利用されているレーザ光は，用途によっ
てパワーや波長範囲が大きく異なるため，そのレーザ光
の特徴に合った検出器が必要である．一般的なパワー
メータは熱型検出器と光電型検出器であり，各国標準研
究所では一次検出器として電力置換式の熱型検出器が用

表 2　レーザパワーの測定法，原理による分類
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いられている．本章では，様々な光パワーメータの原理
について述べる．

2. 2　電力置換型検出器
2. 2. 1　常温型カロリメータ
　電力置換式の熱型検出器の一つであるカロリメータ
は，レーザ光を受光部の吸収体に吸収させ，その吸収体
の温度上昇と等価になるように直流電力を印加し，入
射光パワーを電気的なパワーに置き換えて評価する方
式である．1987 年，旧電子技術総合研究所の T. Inoueら
によって開発された等温制御型のカロリメータ4）が我が
国におけるレーザパワー標準の基礎となっている．図 1
（a）に当時開発されたカロリメータ型レーザパワー標準
器の構造と制御システムの概要図を示す．受光部は吸収
体と円筒型カバーで構成されており，各表面には 3 M 

Nextelを用いた黒コーティングが施されている．この
コーティングの反射率は波長 400－1500 nmに対して 

2－3 ％程度である．円筒カバーは，吸収体からの反射
光を吸収させる事で受光部全体の反射ロスを 0．1％以下
に抑制しており，円筒カバーの先端部と底部に取り付け
られたヒータは，吸収体で反射した後の円筒カバーで吸
収されるレーザ光のパワーと電気的パワーの等価性を評
価する機能を果たしている．測定原理を以下に述べる．
まず，制御システムを用いて熱電冷却素子に加える冷却
パワーとヒータの電気的パワーのバランスを取って受光
部の等温状態をつくる．この等温制御下でレーザを入
射すると，受光部の温度が上昇し等温状態が崩れるが，
フィードバック制御によりヒータの電気的パワーが減少
させられ，レーザパワーとヒータの電気的パワーの和が
冷却パワーと等しくなることで等温状態が維持される．
以上より，入射レーザパワーはこのヒータの電気的パ
ワーの変化から測定できる．このカロリメータ型レーザ
パワー標準器の測定パワー範囲は 50 µW－10 mWであ
る．上記のカロリメータを用いて 10 µW以下の光パワー
を計測した場合，周囲の温度変動や気圧変動等の擾乱が
計測の不確かさを大きくする．そこで，図 1（b）に示
す様にその温度変動を相殺するために光測定用と同様の
受光部を備え付けたツイン型のカロリメータが開発され
た5）．このツイン構造のカロリメータは，現在の我が国
のレーザパワー特定標準器であり，測定の不確かさは，
波長 633 nm，パワー 50 µW－10 mWにおいて0．15－ 

0．35％（k＝ 2）を達成している．
　上記のカロリメータをファイバ系レーザのパワー測定
に用いるために，図 1（c）に示す様に光ファイバカロ
リメータが開発された6）．このカロリメータでは受光部

の円筒を取り除いて開口数を拡大し，ファイバ端と吸収
体間の距離と吸収体の大きさを最適化して光ファイバ
からの発散ビームを漏れなく検出できるような構造と
なっている．ビームの発散角の違いによる不確かさは
0．02－0．15 ％であり，空間系レーザパワーの測定不確
かさと同程度である．このカロリメータによる最終的な
光ファイバパワーの測定不確かさは，波長 1．3 µm帯，
1．5 µm 帯， パ ワ ー 50 µW－1 mW で 0．23－0．37 ％ 

（k＝ 2）である．

図 1 （a），（b）カロリメータ型レーザパワー標準器の
概要図．（a）初期タイプ，（b）現行タイプ，（c）
光ファイバカロリメータ検出部（写真）
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2. 2. 2　極低温放射計
　電力置換型極低温放射計は，4．2 Kの液体ヘリウム温
度まで冷却可能な真空容器内に光吸収体と温度計を取り
付けたカロリメータである（図 2）．外部からの光を吸
収体へ入射させるため，石英製の窓を取り付けている．
この窓を直線偏光がブリュースター角で入射する配置に
することで，窓での光反射を抑制している．容器内を極
低温にする利点として，熱型検出器の熱雑音が小さくな
ること，金属の熱拡散率が常温の 1000 倍以上となるた
め電力置換の等価性が向上すること等が挙げられる．以
上の利点から，極低温放射計は不確かさ 0．01 ％以下で
パワーの絶対値計測が可能であるため，各国の一次標準
器として使用されている7）-9）．前述の常温型カロリメー
タと比較すると，不確かさは一桁程度小さくなるが，極
低温の冷却装置を要するため装置が大型化し可搬性がな
いという欠点をもつ．一般に，極低温放射計は測光・放
射量の源流となる高精度な一次標準検出器として発展
し，世界の標準研究所同士の国際比較も積極的に実施さ
れている10），11）．

2. 3　その他の熱型検出器
2. 3. 1　焦電検出器
　焦電検出器は，自発分極をもつ強誘電デバイス（チタ
ン酸ジルコン酸鉛など）の表面に帯電する電荷が，温度
の変化に応じて増減する効果（焦電効果）を利用した熱
型の検出器である．焦電素子は常温状態でも分極してい
るが，表面にイオンを吸着しているので分極は観測でき
ない．しかし，レーザ光が入射した時，素子の温度変化

によって分極が変化し，その変化分を電圧として検出す
ることができる．

2. 3. 2　サーモパイル検出器
　異なる二種類の金属を接合し，その接合面での温度
差に起因する熱起電力を発生する素子を熱電対とよぶ．
サーモパイルは，複数の熱電対を直列あるいは並列に接
続した検出器である．片面をレーザによって加熱し，も
う片面をヒートシンクで冷却しておけば，その温度差で
発生した電圧からレーザパワーが測定できる．このサー
モパイル検出器は，小型であることから実用標準器とし
て使用されることが多い．

2. 4　光電型検出器
2. 4. 1　フォトダイオード
　図 3にシリコンフォトダイオードの断面図を示す．
フォトダイオードは，p型半導体と n型半導体を用いた
pn接合デバイスである．pn接合した半導体にエネルギー
ギャップを超える光が入射すると，半導体内で電子 -正
孔対が生成される．p領域，n領域で生成された電子 -

正孔対は，少数キャリアの拡散によって空乏層まで移動
し，空乏層で吸収された光によって生成された電子・正
孔と共に光電流として検出される．ここで，入射光パワー 

P[W]，検出される光電流 i[A]をとすると，フォトダイ
オードの応答度 R[A/W]は以下の式（2 -1）で表すこと
ができる．

 （2 -1）

また，応答度はフォトダイオードの量子効率ηeを用い 

て，以下の式（2 -2）で表すことができる．

 （2 -2）

図 2 NMIJにおいて運用されている極低温放射計の
例（写真）

図 3　シリコンフォトダイオードの断面図
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ここで，qは素電荷，nは空気の屈折率，λは入射レー
ザの波長，hはプランク定数，cは光速である．さらに，
量子効率ηeは内部量子効率ηiを用いて以下の式（2 -3）
で表すことができる．

 （2 -3）

ここで，ρはフォトダイオード表面の反射率である．量
子効率が 1ならば，式（2 -2）から応答度は波長に比例
する関数となり，入射波長の絶対値が既知であれば，光
電流値から入射光パワーを算出することが可能である．
ところが，外部から逆バイアスをかけ接合面付近で空乏
層の幅を拡げることで内部量子効率を 1に近づける工夫
をしたとしても厳密にはその値は不明である．また，式
（2 -3）に示す様に入射表面での反射とその入射角，偏
光依存性があるため量子効率は 1ではない．よって，フォ
トダイオードを用いた入射パワーの高精度計測を行う際
は，別途前述の絶対検出器を用いて応答度の校正を行う
必要がある．
　フォトダイオードには，上記の他に pn接合間に高純
度層を設けて接合容量を減らし，高速かつ高感度化した
pinフォトダイオードや，検出電流に対する増幅作用を
もったアバランシェフォトダイオードがある．可視，近
赤外の短波長に対しては Siフォトダイオード，通信波
長帯に対しては Geや InGaAsフォトダイオードが用い
られている．

2. 4. 2　トラップ検出器
　フォトダイオードを用いた計測で不確かさが大きくな
る要因としては，検出器表面の高反射率と入射光の偏光
依存性が挙げられる．これらの諸問題を解決するために
トラップ検出器が開発された12）．トラップ検出器はフォ
トダイオードを複数個用いて全体としての反射ロスを低
減するとともに，入射光の偏光依存性を抑制できるよう
な配置に設計された検出器である．トラップ検出器は出
射光路の違いから，入射光に対して再帰的に反射光が
戻る反射型12），13）と入射進行方向に出射する透過型13）があ 

る．図 4にトラップ検出器の構造例を示す，以上の様な
工夫により，トラップ検出器は不確かさ 0．01 ％という
高精度計測を実現し，各国の標準研究所では極低温放射
計用の仲介器として利用されている（第 5．2節参照）．
　可視光の波長領域に対しては Siフォトダイオードが
用いられ，その性能評価がされてきた14），15）．また，通
信波長帯の領域に対してはGeや InGaAsフォトダイオー
ドを用いたトラップ検出器が開発され，その特性評価も
進んでおり，通信波長帯用の仲介器として使用する試み

も出てきている16），17）．

3.　光パワーメータの応答直線性校正法

3. 1　光パワーメータの応答直線性校正の必要性
　第 2章では，カロリメータ等の電力置換型の熱型検出
器を用いることで，電気的パワーから入射レーザのパ
ワーの絶対値を評価する原理について述べた．ところが，
熱型検出器は熱擾乱等の影響でノイズレベルが数 nW程
度となり，1 µW以下のパワーでは測定のばらつきが大
きくなるため，低パワー領域の計測には限度がある．し
かし，光ファイバ通信の分野では 1 pWから 1 Wまで
の幅広い光パワー計測が必要とされており，熱型検出器
を用いてその校正範囲をカバーするのは事実上困難であ
る．この様な広いパワー範囲に対しては，広いダイナミッ
クレンジを有する被校正検出器（例えば，フォトダイオー
ド）を用い，その応答直線性を校正することで対応が可
能である．つまり，あるパワー（例えば 1 mW）におい
て熱型検出器でパワーの絶対値校正を行い，そのパワー
より高い又は低い領域で検出器の直線性校正を行い，広
いダイナミックレンジを確保することで校正が可能とな
る．光パワーメータの直線性の校正手法として，重畳法，
減衰量増分法，比較法，微分法などがあるが，本章では，
NMIJで利用されている重畳法と減衰量増分法について
述べる．

3. 2　重畳法の原理
　重畳法（重ね合わせ法）は，基準器が不要な応答
直線性の自己校正法で，International Electrotechnical 

Commission（IEC）文書 IEC 61315 に記載され，世界各
国で広く用いられている手法である．図 5に重畳法を用
いた光パワーメータの直線性校正の概要図を示す．以下
は校正手法の手順であり，これらの操作を繰り返すこと
で，1 pWから 1 mWにおよぶ広いパワー範囲の直線性
を校正できる．
1．光源からの光をカプラ１で 2つに分け，それぞれの

図 4 トラップ検出器の構造例13）．（a）3素子反射型，
（b）6素子透過型
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分岐において同じパワー値になる様にバランス調整
用の減衰器を調整する．

2．両方の分岐のスイッチを ONにし，パワーメータに
同時入射した出力値 R12を計測する．

3．スイッチ１とスイッチ 2を交互に ON，OFFし，そ
れぞれの分岐からのレーザ出力値 R1，R2を計測す
る．

4．以下の式を用いて非直線性 NLを計算する．

　

5．レベル設定用の減衰器で，3．01 dB（2分の 1）減
衰させ，1から 4の手順を繰り返す．

　重畳法を用いた直線性校正の不確かさの要因として
は，測定データのばらつき，光の重ね合わせ時の干渉に
よる不確かさ，パワーメータへの入力光の偏波のずれに
よる不確かさ，温変変動が原因となる測定結果に生じる
不確かさが挙げられる．例として，3．01 dBを 3段積み
上げ 9．03 dB（8分の 1）分の範囲を校正した際の不確
かさバジェットシートを表 3にまとめる．この時の合成
標準不確かさは 1．8× 10－4 dBとなり，相対拡張不確か
さで表すと 0．008 ％（k＝ 2）となる．
　以上，重畳法で 3．01 dBステップで光パワーメータ
の直線性校正を行う例について述べたが，NMIJでは産
業界のニーズから 10 dBステップにも対応できる校正
法を開発し18），以下の減衰量増分法で供給を行っている．

3. 3　減衰量増分法
　図 6に示すように，減衰量増分法は一定のステップ減
衰量を与える減衰器とパワーレベルシフト用の減衰器を
組み合わせて校正を行う手法である．あらかじめ重畳法
で直線性を校正された標準パワーメータによるステップ

減衰量の測定値と被校正パワーメータで測定した測定値
を比較することで，このステップに対するパワー区間で
の被校正パワーメータの直線性を求める．そして，光パ
ワーレベルを広範囲にシフトし，様々なパワー区間にお
ける被校正パワーメータの直線性のずれを求め，基準パ
ワーに対して広いパワー範囲にわたる応答直線性を校正
する．
　減衰量増分法を用いた直線性校正の不確かさの要因と
しては，ステップ切り換えに伴う偏光変動と被校正パ
ワーメータの偏光依存性のずれによる不確かさ，パワー
レベル設定ずれの不確かさ，ステップ減衰量の不確かさ，
ステップ調整用減衰器のパワー依存性の不確かさ，レベ
ル切り換え時の偏光変動に関する不確かさが挙げられ
る．－90 dBから 0 dBまでの区間における光パワーメー
タ直線性校正の不確かさのバジェットシートを表 4に示
す．この時の合成標準不確かさは 2．55 × 10－3 dBとな
り，相対拡張不確かさで表すと 0．1％（k＝ 2）となる．

4.　我が国におけるレーザパワー標準の開発

4. 1　我が国におけるレーザパワー標準の供給体制
　図 7にレーザパワー標準，光減衰量（応答直線性）標
準のトレーサビリティの体系図を示す．また，表 5にレー
ザ関連標準の jcss校正および依頼試験一覧を示す．jcss

校正では，NMIJが所持する特定標準器により，登録事
業者の特定二次標準器が校正され，一般ユーザ向けの
レーザパワー校正は，この特定二次標準器を元に登録事
業者が校正を行っている．依頼試験では，一般ユーザ向
けの校正を NMIJが直接行っており，一部の量目につい

図 5　重畳法を用いた光パワーメータの直線性校正法

図 6　減衰量増分法を用いた光パワーメータの直線性
校正法

表 3　不確かさのバジェット表（9．03 dBステップ）

表 4　不確かさのバジェット表（－90 dB – 0 dBの区
間）
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ては，jcss校正と依頼試験の両方を行っている．
　現在，NMIJでは，Blu-ray，DVD，CD用のレーザ波
長帯（405 nm，650 nm，780 nm）近傍の波長帯域内
全ての波長で，レーザパワーメータ校正を可能とする校
正設備の整備を進めている．また，光ファイバパワー・
光減衰量（応答直線性）標準では，波長範囲拡大に向け
た校正技術の確立を目指している（第 4．2節参照）．

4. 2  現在のレーザパワー標準の供給体制における不足
点と今後の課題

4. 2. 1　フォトダイオードの応答非直線性
　現在，光パワーの供給において主要な被校正器物は，
フォトダイオード型の光パワーメータである．その理由
として，小型で持ち運びやすく現場での測定に適してい
ること，および，適用パワー範囲（ダイナミックレンジ）
が広いことが挙げられる．一方，フォトダイオードの応
答は波長やパワーに依存する非直線性をもつため，第 

2．4 節で述べた各波長に対する応答度の校正のほかに，
広範囲なパワーにおいて直線性校正を行う必要ある．図
8に入射パワーに対するフォトダイオードの非直線性の
関係の例と各非直線性の要因を示す．非直線性の要因
には高パワー領域から順に，飽和，スーパーリニアリ 

ティ19）-21），ショット雑音がある．このほか，レンジ切り
換え時の出力の不連続も広義の非直線性に含まれる．以
下，フォトダイオードの応答非直線性について詳説する．
　レンジ不連続は，光パワーメータ製品の各パワーレ

ンジの負荷抵抗値と内蔵 ROM上のパワー表示換算係数
データがレンジ間で整合していないことや，光パワー
メータ製品に内蔵される出力処理回路特性に起因する．
ショット雑音は，微弱な光信号を検出する時に荷電粒子
がランダムに動いて生じる電流の自然揺らぎである．
　フォトダイオードの飽和の原理は以下の通りである．
図 9にフォトダイオードの等価回路を示す．入射フォト
ン数が増え，光電流が Iphに達すると，フォトダイオー
ドの内部直列抵抗や光電流検出回路で生じる電圧降下
Vが増大しフォトダイオードに順方向電流 IFが流れる．
図 9において，ILは外部負荷 RLに流れる電流であり，
以下の式（4 -1）で表すことができる．

 （4 -1）

ここで，Bは pn接合の面積，qは素電荷，Dnは電子の
拡散係数，np0は p型領域の電子濃度，Lnは電子の拡散
長，Dpはホールの拡散係数，pn0は n型領域のホール濃度，
Lpはホールの拡散長，kはボルツマン定数，Tは温度を
表す．式（4 -1）に示される様に，この電圧降下 Vが増
えた結果，順方向電流が増加しフォトダイオードの応答
が飽和する．この式（4 -1）から，フォトダイオードの

図 7　我が国におけるレーザパワー・減衰量（応答直線性）標準のトレーサビリティの体系
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表 5　レーザ関連標準の jcss校正および依頼試験一覧
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飽和は光電流ベースの要因であり，入射レーザの波長と
は無関係であることが分かる．図 10 にフォトダイオー
ドの飽和のパワー依存性の例を示す．実在のフォトダイ
オードの場合は，レーザパワーが増加するにつれて，飽
和現象の前に後述するスーパーリニアな現象が発生する
場合があるが，図 10 では飽和現象の例のみを示してい
る．
　スーパーリニアリティの定性的な説明としては以下の
通りである．例えば，シリコンフォトダイオードに長
波長の光を入射した場合，図 11 に示す様にシリコンの
吸収係数が小さいため，全てのフォトンが空乏層で吸
収されずフォトダイオードの奥の層（図 12 の場合，N

層）で吸収される割合が増える．この空乏層外で発生し
た少数キャリアは拡散して一部が空乏層に到達するが，
一部は半導体の格子欠陥や不純物に起因する再結合中心
に捕獲される．低パワー入射では光吸収によって生成さ
れる電子 -正孔対が少なく，再結合中心に捕獲される少
数キャリアの割合が一定であるため，再結合による光電
流ロスが一定になる．一方，高パワー入射では生成され
る電子 -正孔対が多く，再結合中心に少数キャリアが満
たされるため，キャリアが空乏層まで達しやすくなり光
電流ロスが少なくなる．以上の様に非直線性のうちスー

パーリニアリティは波長や入射パワーに依存し，時とし
て，この大きさは数％に及びフォトダイオードによって
大きさが異なることも報告されている20）．

4. 2. 2　スーパーリニアリティの定式化と今後の課題
　応答直線性校正の波長広帯域化のニーズは以下の通
りである．光ファイバ通信では，WDM技術における 

1．2－1．7 µmの波長帯域で 1 pW－1 Wのパワー範囲に
対して応答直線性の校正が求められている．光メモリの
分野では，Blu-ray用レーザにおいて波長 400－420 nm

図 8 フォトダイオードの非直線性と入力パワーの関
係の例と各非直線性の要因

図 9　フォトダイオードの等価回路

図 10　飽和のパワー依存性の例

図 11　シリコンの吸収係数の波長依存性

図 12　フォトダイオードの断面図



358AIST Bulletin of Metrology　Vol. 8, No.3 September　2011

田辺稔

でパワー数 mWから数百 mW超の応答直線性の校正が
求められている．以上の様なニーズに応えるため，数十
nmの範囲内の波長すべてに対してパワー・応答直線性
の校正を一括して供給することが求められる．このよう
な所望の波長範囲において，網羅的に光パワーメータの
直線性校正を行うことも原理的には可能であるが，膨大
な波長点に対する応答直線性の校正が必要となり，校正
に要する時間とそれに伴う顧客のコスト負担を考慮する
と現実的でない．よって，いくつかの少数の校正波長点
における応答直線性の校正結果を用いて，必要とされる
波長帯域内全ての波長に対して小さな不確かさで（エン
ドユーザーレベルで 1％以下）直線性を評価できる様な
校正手法の確立が望まれる．そのためには，フォトダイ
オードの応答非直線性，特にスーパーリニアリティの入
射パワーと波長の依存性を定量的に検討すべきである．
これまで，スーパーリニアリティを定量的に検証するた
めに，以下に示すような理論的なモデルが構築され実験
結果との検証が行われてきた20），22）．
　K. D. Stockは，赤外の波長領域（800－1130 nm）に
おけるシリコンフォトダイオードの量子効率の波長依存
性が，吸収されたフォトン密度 A'(λ,x)と非直線性に寄
与する再結合中心の捕獲効率 F(x)に依存すると仮定し，
以下の式（4 -2）に示す様に非直線性 G(λ)の定式化を
行った20）．

 （4 -2）

ここで，λは波長，xは図 12 に示す様に光入射方向の軸
を表す．800 nmを超える赤外の波長領域の計測に対し
てシリコンフォトダイオードを用いた場合，図 11 に示
す様に吸収係数が小さいため，フロント領域の吸収は無
視できるくらい小さく殆どのフォトンがリア領域で吸収
される．リア領域では xが大きくなるにつれて空乏層に
到達する少数キャリアの割合が低いことから，再結合中
心の捕獲効率は以下の式（4 -3）に示す様に二つの定数
Aと Nを用いて表される．

 （4 -3）

次に，吸収フォトン密度 A'(λ,x)はシリコンの保護窓の
透過率τ(λ)と反射率ρ(λ)を考慮して，

 （4 -4）

と表される．ところが，全体の層が薄いフォトダイオー
ドでは，赤外の波長域に対してフォトダイオード内で
全フォトンが吸収されず，x＝ Hと x＝ 0 で反射が生じ
フォトダイオード内で再度吸収されていくことが予測さ

れる．よって，このフォトダイオード内での反射と吸収
を含めると式（4 -5）の様に表すことができる．

 （4 -5）

ここで，αはシリコンの吸収係数，ρ1は x＝ Hでの反
射率，ρ2は x＝ 0 での反射率であり波長依存性を有する．
以上の様なモデル式を用いた非直線性の波長依存性と
フォトン数 1014 cm－2 s－1をシリコンフォトダイオード
に入射した場合の非直線性の波長依存性を実測した結果
を比較した．その結果，波長 1050 nmまでは N＝ 1．5 
の時に実験結果と良く一致するが，波長 1050 nm以上
では実験と理論に違いが生じることが分かった．この原
因として，半導体 -電極と半導体 -窓材の様な接合面で
は荷電粒子が多いため局所的にフォトンの吸収が起こり
やすいことや再結合密度が局所的に上昇することが考え
られている．
　K. D. Stockのモデル式では入射パワーに対する依存
性は含まれておらず，非直線性自体がパワーによって
どのような波長依存性をもつかまでは分からない．2005
年，A. Ferreroらは発生する光電流の解析を基にシリコ
ンフォトダイオードの内部量子効率に関するモデルを構
築し，その過程においてスーパーリニアリティの定式化
を行った22）．まず，空乏層で吸収されたフォトンは全て
光電流に寄与すること，空乏層外で生成された電子 -正
孔対は空間電荷層に拡散した分のみ光電流に寄与するこ
との二つを仮定した．そして，フロント層，リア層，空
乏層で吸収され発生する光電流の和 iと全フォトンが空
乏層で吸収され発生する電流  を用いて内部量子効率
ηiを以下の式（4 -6）で表した．

 （4 -6）

ここで，モデルの簡略化のためフロント領域を 0とする
と，iは空乏層領域で吸収され発生する光電流 iAとリア
領域で吸収され発生する光電流 iBの和で表すことがで
きる．フォトダイオード中のフォトン数は電子 -正孔
対の発生率密度 G0に置き換えることができ，以下の式
（4 -7）の様にフォトダイオードの中を指数関数的に減
衰する．

 （4 -7）

ここで，αaは図 12 で示す反射防止膜の吸収係数，aは
反射防止膜の厚さ，αはシリコンの吸収係数である．ま
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ず，空乏層で吸収され発生する光電流 iAは，

 （4 -8）

となる．ここで，qは素電荷，Sは入射ビームの直径を
表す．次に，リア領域で吸収され発生する光電流 iBを
求める．リア領域を n型半導体とすると，発生した電
子 -正孔対の少数キャリア（ホール）は空乏層へ拡散し
光電流に寄与するキャリアと，拡散中に再結合中心に捕
獲されるキャリアがある．この時の少数キャリアの輸送
方程式は，

 （4 -9）

となる．ここで，U(x)はリア領域での再結合レート，
Dpはホールの拡散係数，pnはn層でのホール濃度である．
また，キャリアは低ドープの場合を仮定し電界によるド
リフト項は無視している．定常状態では，式（4 -9）の
左辺が 0なので，iBを式（4 -10）で表すことができる．

 （4 -10）

再結合に関しては，以下の式（4 -11）に示す様に Hall-

Read-Shockleyの再結合中心モデル23），24）を用いる．

 （4 -11）

ここで，σは捕獲断面積，νthは室温でのキャリアの熱
速度，Ntは半導体中の再結合中心の濃度，nは電子の濃
度，pはホールの濃度，niは真性キャリアの濃度，Eiは
真性フェルミレベル，Etは再結合中心のエネルギーレ
ベル，kBはボルツマン定数，Tは温度を表す．この式
（4 -11）を式（4 -10）に代入して積分を計算し，式（4 -8）
を用いて光電流の和 iを計算すると

 （4 -12）

となる．ここで，

 （4 -13）

とおき，量子効率が 1の時に発生する電流を表す．また， 
Ξとδは

 （4 -14）

 （4 -15）

である．ここで，τpはホールの寿命，Ndはドナー密度
である．さらに，

 （4 -16）

とおき，吸収されなかった光の割合を表す．以上の様
に，空間電荷領域とリア領域で吸収され発生する光電流
について定式化を行ったが，実際にはフロント領域で吸
収され発生する光電流成分も存在する．よって，リア領
域での電流と同様にフロント領域での電流を考慮し，式
（4 -6）と式（4 -12）を用いて量子効率を定式化すると，

　

 （4 -17）
となる．ここで，

 （4 -18）

 （4 -19）

であり，フロント層とリア層での光の吸収割合を表す．
また，一般的な内部量子効率は，式（2 -1），式（2 -2），
式（2 -3）を用いて以下の式（4 -20）で表すことができる．

 （4 -20）

式（4 -6）と式（4 -20）を用いると  は

 （4 -21）

で表される．以上の様に，式（4 -17）中のΞr とΞf は，
入射パワー，ビーム径，ドナー密度や寿命などのパラメー
タの関数となる．ここで，式（4 -17）中における非直
線性成分を
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 （4 -22）
とおき，Ndに 1015 cm－3，Dに 120 µm，Hに 300 µm，
fに 1 µm，τpに 10－4 s，aに 30 nmを代入し，λを
630 nmと 850 nmとした時の NLのパワー依存性を図
13 に示す．図 13 から入射ビームのパワー Pの増加に伴
い単調に増加する関数となり，結果的に内部量子効率を
上昇させる．つまり，式（4 -22）がスーパーリニアリティ
を表す式となり，波長，入射レーザのパワー，レーザビー
ム径に依存することが分かる．
　近年，NMIJの K. Amemiyaらは，ある InGaAsフォ
トダイオードに対して，このスーパーリニアリティのモ
デル式と実験データの比較を行い，良い一致を示す可能
性があると報告している25）．ところが，その後の検討の
結果，フォトダイオードによっては A. Ferreroらのモ
デルが適応できないことや Hall-Read-Shockleyの再結合
中心モデルで傾向を説明できないことが新たに確認され
ている26）．この原因としては，低ドープを仮定したモデ
ルであるため式（4-9）において内部電界によるドリフ
ト項が無いと仮定していることや表面再結合の効果が含
まれていないことが考えられる．よって，現在のフォト
ダイオードの特性を定量的に説明するには，理論モデル
の修正が必要であると考えられる．
　以上をまとめると，フォトダイオードのスーパーリニ
アリティの波長依存性に関して，実験結果との比較によ
り理論モデルの妥当性の検証が行われているが，現段階
では十分に検証されていない．このスーパーリニアリ
ティの波長依存性に関する理論の妥当性が検証できれ
ば，一点または少数の波長点における直線性校正結果を
元にして内外挿的に波長帯域を拡張できる．今後，更に
実験データを蓄積し，かつ，理論モデルの修正を行い技

術的な解決策を探ることが必要である．

5.　海外の光ファイバ系標準に関する動向

5. 1　海外標準研究所に関する調査の重要性
　前章まで，国内におけるレーザパワー関連標準のト
レーサビリティ体系や校正サービス，および，近年の社
会的ニーズに対応するための技術的課題やその解決法に
ついて述べたが，本章では海外における動向について
概説する．国家間の同等性が保証された標準の供給に
は，海外研究所間での国際比較が必要で，NMIJが果た
すべき重要な役割の１つである．よって，世界の標準研
究所の供給サービスを知り，世界の標準研究所の中での
NMIJの位置づけを確認することが重要である．また，
レーザパワー標準の中でも光ファイバに関する標準は，
国家間の光通信の互換性・同等性を確保するためには必
要不可欠である．本章では，特に光ファイバ系標準に関
する最新の国際動向に関する調査結果について述べる．

5. 2　各国標準研究所のトレーサビリティ体系
5. 2. 1　米国標準研究所のトレーサビリティ体系
　米国の標準研究所（National Institute of Standards and 

Technology: NIST）では，一次標準器として極低温放
射計を用い，1 mW（半導体レーザの出力）で不確かさ
0．01 ％を達成している．この極低温放射計を用い，波
長 633，1319，1559 nm で焦電型検出器（Electrically 

calibrated pyroelectric radiometer: ECPR）に値を移して
いる．焦電素子には LiTa3を用いており，レーザ照射表
面に厚さ約 1 mmの金黒コーティングを蒸着し吸収率
99 ％を保っている．連続光のレーザパワーを計測する時
は，チョッパーを挿入して 15 Hz間隔で同期検波する．
この ECPRを実用標準器に用い，波長 600－1600 nm， 
10 µW－1 mWのパワーレベルで 0．16 ％の不確かさ
を達成している．校正の例として，この実用標準器を
用いて Si，Ge，InGaAsのフォトダイオードに 0．28－ 

0．41 ％の不確かさでサービスを実施している27）．図 14
（a）にトレーサビリティ体系図を示す．応答直線性の
校正サービスは重畳法を用いており，波長 980，1480 
nmにおいて 1 mW－1 Wの範囲で 0．07－0．16 ％，波
長 850，980，1300，1480，1550 nm において 1 pW－
1 mWの範囲で 0．1％の不確かさとなっている．光ファ
イバパワー・直線性以外の標準として，波長，波長分散，
偏光モード分散，ファイバの幾何学形状の校正サービス
を実施している．その他，NIST特有の校正サービスと
してはレーザビーム径がある．図 13　スーパーリニアリティの波長依存性の例
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5. 2. 2　英国標準研究所のトレーサビリティ体系
　英国の標準研究所（National Physical Laboratory: 

NPL）では，NISTと同様に極低温放射計を一次標準器
（不確かさ 0．005 ％）として，Siトラップ検出器に値（不
確かさ 0．01 ％）を移し，次に，サーモパイル検出器に
値を移すトレーサビリティの体系となっている．サーモ
パイル検出器の吸収体の光パワーの吸収率は波長によら
ず一定で，パワー校正の不確かさ 0．1％である．校正の
例として，このサーモパイル検出器を実用標準器に用い
てフォトダイオードに 0．7％の不確かさでサービスを実
施している（Laser Focus World Jan 2005 参照）．図 14（b）
にトレーサビリティ体系図を示す．応答直線性は，波長
850，980 nmと 1270－1650 nmの領域において 1 pW

－30 mWを重畳法（不確かさ 0．05 ％），同波長領域に
おいて 10 mW－100 mWと 1 pW－10 mWを比較法（不
確かさ 0．3％）によって校正を行っている．光ファイ
バパワー・応答直線性以外の標準では，波長分散，波
長，シングルモードファイバのカットオフ波長，ファイ
バの屈折率，ファイバの長さ等の幾何学形状，偏光モー
ド分散，光パルス試験器（Optical Time Domain Reflect 

meter: OTDR），光ファイバの開口，光スペクトラムア
ナライザー等，広範囲にわたって校正サービスを行って
おり，各国標準研究所の中でも光ファイバ系の標準に対
して非常に力を入れている．

5. 2. 3　ドイツの標準研究所のトレーサビリティ体系
　 ド イ ツ の 標 準 研 究 所（Physikalisch-Technische 

Bundesanstalt: PTB）でも，NIST や NPL と同様に極
低温放射計を一次標準器（波長 632．8 nm，パワー 

0．6 mWで不確かさ 0．005 ％）としている．そして，同
波長で Siトラップ検出器に不確かさ 0．01 ％で値を移
し，サーモパイル検出器に値付けされる．このサーモ
パイル検出器を実用標準器に用いており，波長 632．8－
1650 nm，パワー 3 µW－30 mWで不確かさ 0．15 ％を

達成している．図 14（c）にトレーサビリティ体系図を
示す．2006 年の報告によると，波長 1260－1360 nmと
1460－1620 nm，パワー 0．4 mWにおいて極低温放射
計を用いて不確かさ 0．014－0．042 ％を達成し，その値
を Ge，InGaAsトラップ検出器に値を移し，トラップ検
出器を実用標準器としたトレーサビリティの構築を計
画している28）．応答直線性の校正は 1 pWのパワーまで
サービスを実施している．

5. 3  海外標準研究所の校正・測定能力と NMIJ との比
較

5. 3. 1　国際比較の状況
　光ファイバ関連量について，これまでにいくつかの
国際比較が実施されている．1992 年に結果が公表され
た CCPR-K2．PREV（1992）（光ファイバパワー，1300 
nm，1550 nm，3 µW－100 µW，13 か 国参加，幹事
国：米国）29）には，NMIJ（当時，電子技術総合研究所：
Electrotechnical Laboratory）も参加し，不確かさの範
囲内で良い一致が確認された．その後，NMIJは NIST

との二国間比較を積極的に行ってきており，光ファイ
バパワー（1304 nm，1546 nm，100 µW）30），光パワー
メータ直線性（1310 nm，1550 nm，1 nW－1 mW）31），
ならびに，ハイパワー用光パワーメータ直線性（1480 
nm，1480 nm，1 mW－500 mW）32）について，不確
かさの範囲内で良い一致が確認された．このうち，光
ファイバパワー（1304 nm，1546 nm，100 µW）に関
しては NISTが各国標準研究所と二国間比較を多く実
施しているため，NISTを参照機関として他の標準研究
所（6機関）とも値の相関が確認できており33），参加全
機関にわたって不確かさの範囲内での良い一致が見ら
れた．また，2010 年 12 月現在，進行中の国際比較と
しては APMP-PR．S2（光ファイバパワー，1310 nm，
1550 nm，1 µW， 10 µW，100 µW，8か国参加，幹事
国：韓国）と APMP-PR．S4（光ファイバパワー，直線性，
1550 nm，1 mW－250 mW，3か国参加，幹事国：日本）
があり，いずれも仲介器の巡回がすでに終了している．

5. 3. 2　海外標準研究所の校正能力
　各国の標準研究所の校正能力を示す CMC（Calibration 

Measurement Capability）リストが，国際度量衡局
（Bureau International des Poids et Mesures: BIPM） の
基幹比較データベース（Key Comparison Database: 

KCDB）Appendix C に 掲 載 さ れ て い る． 表 6に
Photometry and Radiometry 領 域 Fibre optics に お け
る各国標準研究所の光ファイバパワー応答度に関する

図 14 （a）NIST，（b）NPL，（c）PTBのトレーサビリティ
体系図
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表 6　BIPMの基幹比較データベースの光ファイバパワー応答度 CMC登録リスト

CMC登録リストを示す．多くの機関が通信波長帯（850， 
1310，1550 nm）において，nWレベルから mWレベ
ルのパワーに関して CMC登録している．光パワーメー
タの応答直線性（Linearity）については NMIJのみしか
CMC登録していないが，その他の標準研究所では nW

のパワーレベルに対して絶対パワー測定後に直線性で校
正し，最終的に 2つの不確かさを合成した結果を表記し
ているものと思われる．第 5．2節で述べた NIST，NPL

の様に光ファイバ増幅器用光源の波長帯（980，1480 
nm）に対応可能な機関や，連続波長帯域において CMC
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登録している機関も見られる．その他，CMCに登録さ
れている光ファイバ関連の標準項目としては，通信帯の
波長，光スペクトラムアナライザーの波長軸，波長分散
などがあり，NIST，スイスの標準研究所METAS，スペ
インの標準研究所 IFA-CSIC等が積極的に CMC登録を
行っている．

5. 3. 3　海外標準研究所と NMIJ の比較
　表 6の CMC申請をみると，NMIJはパワー範囲や
不確かさでは他の標準研究所にひけを取らない．現在，
NMIJでは，波長 1310 nmで 1 pW－1 mW，波長 1550 
nm で 1 pW－1 mW と 1 mW－1 W，波長 852 nm で
50 µW－1 mWの光ファイバパワーメータの応答度の
CMC登録を申請中であり，各国標準研究所のサービス
範囲に肩を並べるようになってきた．また，図 14 に示
す様に主要な海外標準研究所では，極低温放射計を基準
にして値を移した実用標準器を用いて被校正器物の校正
を行うのに対して，NMIJの常温型カロリメータを直接
用いて被検出器の校正を行っており，その測定不確かさ
は各国標準研究所と比較して全く引けをとっていない．
　一方，広帯域な波長に対する光ファイバパワーや応答
直線性の校正では，第 5．2節で述べた様に NISTや NPL

が 0．1％以下の不確かさで校正サービスを実施し世界を
リードしている．これら海外標準研究所の校正方法は，
所望の光源の波長一点ごとに光パワーメータの直線性校
正を行う手法であり，第 4．2節で述べた様な光パワー
メータの応答直線性校正の波長広帯域化までは進んでい
ない．よって，NMIJが世界の標準研究所では実施され
ていないこの校正手法の確立を先導して行うべき意義は
大きいと考えられる．

5. 4　光ファイバ標準に関連する近年の動向
　2010 年 ７ 月 に CCPR（Consultative Committee for 

Photometry and Radiometry）会合の一環として開催さ
れた Fiber Discussion Group ＂Fiber Optics＂ で取り上げ
られた今後検討すべき標準項目として，光ファイバの波
長分散，波長減衰特性，偏波モード分散，後方散乱係
数，マルチモードファイバのモード分散，光パワーメー
タの応答度，直線性，光源のパルス幅，光パルス試験
器（OTDR）の長さ軸，減衰量，反射率，光スペクトラ
ムアナライザーの波長軸，パワー軸，コネクタの入力ロ
ス，反射ロスなどが取り上げられた．特に，光パルス試
験器の長さ軸の校正項目は，韓国の標準研究所（KRISS）
を幹事機関として，アジア太平洋計量計画（Asia Pacific 

Metrology Programme: APMP）主催で 2011 年 6 月まで

に国際比較を開始する予定である．

6.　総括

　本稿では，近年の産業界の動向・要望の概要と，光パ
ワーメータの波長依存性を考慮したレーザパワー標準の
研究の意義，現在のレーザパワー標準の供給体制や校正
技術について概説し，現在の供給体制における技術的課
題について検討した．併せて，海外標準研究所の標準供
給体制や近年の海外の動向について述べ，我が国におけ
るレーザパワーや光減衰量（応答直線性）の標準が，海
外の標準研究所とパワー範囲，不確かさ，その校正手法
などの点において同レベルにあることを確認した．加
えて，これら産業界や海外の標準研究所の研究動向か
ら，光パワーメータの応答直線性校正の波長広帯域化を
NMIJが先んじて行う意義の大きさを明らかにした．こ
の技術は，今後検討すべき標準量目（波長分散，光スペ
クトラムアナライザーのパワー軸，OTDR等）の校正手
法の確立にも大きく貢献できる可能性が高い．
　今後もレーザの利用分野は拡大し，上記の様な CW

光に対する標準だけでなく，半導体レーザのパルス光等
の変調光に対する標準をはじめとする未供給の標準への
需要増加が見込まれる．引き続き，世界のレーザ標準に
関する動向，産業界の技術動向，計測標準に対する需要
の調査を行いつつ，新たな標準技術の整備と確立にむけ
て検討を行う必要がある．
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